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1  本論文のベースとなった元の報告書は福島県獣医師会会報 16(2)において公

表されている。   
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要旨 

2011 年 3 月に発生した東日本大震災は未曽有の災害であり、これにより多くの

人や動物が被災した。現時点で公表されている調査は、被災状況が重篤な地域

に対象を絞らず実施された全国レベルのアンケート調査のみであり、特に被害

が重篤であった地域におけるコンパニオン・アニマルとその飼い主の状況に関

するデータが欠如している状況であると言える。本調査は、2012 年 6 月から 11

月にかけて、被害状況が重篤であった東北地方にある岩手県(N = 140)及び福島

県(N = 149)のペットの飼い主を対象として実施された。  調査では、飼い主が

取り組んでいたペットのための緊急災害時に対する備え、同行避難の状況、震

災後のペット関連の支援の利用やニーズ及びペットへの愛着と緊急災害時の飼

い主の行動の関連性について検討した。ペットと共に同行避難できた回答者は

全体で 41.2% (N = 119) で、特に福島県において同行避難率が低かった。予備の

ペットフードやペット用品の備蓄を除き、緊急災害時に対する備えの各項目に

おいて、これらに取り組んでいた回答者は 50%未満であった。特に福島県にお

いては、ペットと同行避難できた回答者のほうがより緊急災害時に対して備え

ができていた。支援の利用についても利用率が低く、ペットとの同行避難の有

無や地域にかかわらず、各支援の項目において利用率は 50%未満であった。支

援に対するニーズに関しては、往々にして、現在(20%-30%)より、震災直後
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(30%-40%)のほうが高かった。しかし、福島県においては、同行避難の有無にか

かわらず、震災直後と現在のニーズにおいて有意差は認められなかった。二変

量解析の結果、緊急災害時の飼い主の行動とペットへの愛着の関連性について

は一貫した結果が得られなかった。今後の緊急災害時対応策に対する結果の意

義について考察した。  

 

キーワード:  動物救護、緊急災害、ペットへの愛着、ペット関連支援 
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はじめに 

  2011 年 3 月 11 日に、東日本大震災(以下 3.11 震災)という未曽有の震災が東

北地方を襲った。9.0 マグニチュードの地震は津波を伴い、福島県、宮城県及び

岩手県の沿岸の市町村のほとんどが甚大な被害にあった。福島県では東京電力

の福島第一原発において原発事故も発生し、原発の周辺に警戒区域が設定され

た。震災により、15,000 人が亡くなり、1 多くの動物が被害にあった。被災した

コンパニオン・アニマルの正確な数を示す公式な記録は残っていないが、犬に

ついては、全ての犬の飼い主に登録が義務付けられる仕組みである狂犬病予防

法のもと畜犬登録をしている犬の数で、ある程度推測が可能である。岩手県に

おいては、2010 年 3 月時点で 81,022 頭の犬が登録されており(厚生労働省 2011)、

畜犬登録数や予防注射の記録などから約 4,000 頭の犬が震災により死亡したこ

とが推測されている(著者不明 2012)。福島県においては、2010 年 3 月の時点で

118,072 頭の犬が登録されており(厚生労働省 2011)、後に警戒区域が設定された

地域には 5,800 頭の犬が登録されていた (著者不明 2011)。その他の種類のコン

パニオン・アニマルについては、公式な登録の仕組みや記録がないため、被害

を推測することが難しい。しかし、ペット飼育率 2 から推定すると、何万頭も

のコンパニオン・アニマルが被災したと予想される。 

 



5 
 

先行研究 

  東日本大震災以前にも、防災対策に対する飼い主の意識や緊急災害時の動

物救護活動に関する日本のアンケート調査が幾つか実施されている (兵庫県南

部地震動物救援本部活動の記録編集委員会 1996; アニコム損害保険株式会社

2009)。3.11 震災以降、震災発生後の飼い主の状況に関するアンケート調査も実

施されているが、これらの調査は被害状況が重篤な地域のみを対象としていな

いものが主である(株式会社アイリスオーヤマ 2012; ペット&ファミリー少額短

期保険株式会社 2012; 動物愛護社会化推進協会 2011)。しかしながら、学術的な

先行研究と併せると、これらの調査は、被災したコンパニオン・アニマルに対

してどのような対応がされてきたのかに関する知見となりうる。 

ペットとの同行避難 

福島県においては飼い主と同行避難できたコンパニオン・アニマルの頭数

はわずか 300 頭であったと環境省により報告されているが (環境省 2012)、甚大

な被害が出た地域以外も調査対象としているアンケート調査では、3.11 震災発

生時、82%もの飼い主がペットと同行避難できたと報告されている(株式会社ア

イリスオーヤマ 2012)。 他国の調査(Hesterberg, Huertas and Appleby 2012)と同様、

日本の調査においても、多くの飼い主が同行避難をしたいと思っているが、実

際の避難に際して具体的な計画を立てていないということが示唆されている。
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例えば、動物愛護社会化推進協会(2011)により実施された、インターネットの全

国調査においては、約 80%の回答者が災害時自分のペットと同行避難すると回

答している。一方で、ペット&ファミリー少額短期保険株式会社 (2012)が実施

したインターネット調査では、調査が 3.11 震災後に実施されたにもかかわらず、

調査対象となった飼い主の大半が自分の地域の避難所がペットを受け入れてい

るかについて知らなかったと報告されている。 

  先行研究においては、多頭飼育、外飼いの犬の存在、猫のキャリーケージ

の不所有等が、ペットを飼育している家庭の避難を妨げるリスク要因として報

告されている (Heath et al. 2001b)。また、ペットの飼育自体は避難を妨げるリス

ク要因にならないことが示唆されている一方、ペットを飼育している家庭の多

くの避難に関する判断は、ペットの移動手段や一時預かり先等、ペット関連の

要因により多大な影響を受けていることも示されている(Hunt, Bogue and 

Rohrbaugh 2012)。また、Hall et al. (2004)は、コンパニオン・アニマルのウェルビ

ーイングの保証が、飼い主の避難を促す主要な要因であると指摘している。さ

らに、飼い主が、避難が完了した地域に戻ってしまう理由として最も多く挙げ

られるのがコンパニオン・アニマルを救護するためであり(Hall et al. 2004)、飼い

主によっては自分の命を危険にさらしてでも動物を救護しようとする者もいる

ことも指摘されている(Thompson 2013)。多頭飼育については、日本の飼い主に
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おいてもペットと同行避難しない理由として挙げられている(動物愛護社会化推

進協会 2011)。   

災害に対する備え 

調査結果においては、多くの日本の飼い主が緊急災害時の備えとしてペッ

トのためにフード、水やペット用品の備蓄のみを実施していることが示唆され

ている(アニコム損害保険株式会社 2009)。さらに、3.11 震災後の、飼い主の災害

に対する備えの意識の変化については、変化がなかったことを示す調査 (ペット

&ファミリー少額短期保険株式会社 2012)も、意識の向上があったことを示した

り(動物愛護社会化推進協会 2011)、将来起こりうる災害に対して準備を促すき

っかけとなったことを示すもの (株式会社アイリスオーヤマ 2012)も存在する。  

支援の利用やニーズ 

3.11 震災後の支援の利用に関する調査は未だに公表されていないが、過去

の緊急災害時の動物救護を概観する研究においては、捜索・保護、獣医療の提

供、一時預かりや新しい飼い主探し等の支援が提供されたことが記録されてい

る(Hudson 2001; Irvine 2004)。支援のニーズに関連して、3.11 震災が発生してか

ら 1 カ月間、飼い主が体験したニーズとして、ペットフード、水やペット用品

の確保の困難さが報告されている(株式会社アイリスオーヤマ 2012)。  加えて、

日本における調査ではないが、災害後のニーズとして獣医療やペット入居可の
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住宅等のニーズも報告されている(Glassey and Wilson 2011)。 

災害とペットへの愛着 

ペットへの愛着と、避難状況等の災害関連の行動の関連性については、日

本において実証研究は公表されていない。海外における報告では、この課題に

対して一貫性に欠ける結果が報告されている。低い愛着度とコミットメントは

ペットとの同行避難の失敗と関連しており(Heath et al. 2001a)、ペットへのコミ

ットメントが高い状態は、人間の避難の失敗と関連していることが報告されて

いる(Brackenridge et al. 2012)一方、ペットへの愛着やコミットメントが人間の家

族構成員の避難状況に無関連であるという報告(Heath et al. 2001b)もある。Irvine 

(2009)が指摘するように、災害発生時の行動は、人間と動物の絆を含むがそれに

限定されない様々な要因により形づけられるものであり、行政の方針や資源の

アヴェイラビリティー等、これら諸要因のケースバイケースの組み合わせが、

避難に関する判断に強く影響を及ぼすと考える。  

調査の目的  

  本調査は、3.11 震災において被害状況が特に重篤な地域におけるペットの

飼い主からのデータの不足を補うために、被害が大きかった岩手県及び福島県

のペットの飼い主から直接データを収集する形でアンケート調査を実施した。

本調査の目的は、先行研究で情報が限られているペット関連の支援の利用とニ
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ーズに焦点を当てて、ペットとその飼い主の全体的な状況を把握することであ

り、具体的には下記の 4 点に要約される。これらは、1) ペットの飼い主が緊急

災害時と同行避難に向けてどのように備えたか、2) ペットとその飼い主の支援

利用状況、3) 震災直後と現在の支援のニーズ、そして 4) 緊急災害時に対する備

え、支援の利用、支援のニーズ、同行避難及びペットへの愛着度の関連性を明

らかにすることであった。   

  本調査は探索的な調査であったため、次の通りおおまかな仮説を立てるに

とどまった。まず、ペットの飼い主は備えをあまりしておらず、準備をしてい

なかったため、多くの支援を利用していると仮定した。さらに、支援のニーズ

については、被災飼い主が落ち着いた現在よりも震災直後のほうが高いと仮定

した。最後に、ペットへの愛着度が高い飼い主の方が、ペットと同行避難して

いて、より多くの支援を利用しており、支援のニーズがより高いと仮定した。 

 

方法 

対象者 

  本調査の対象者は岩手県及び福島県において被災したペットの飼い主であ

った。3.11 震災発生時にペットを飼っていた者を対象とみなしたが、飼い主の

被災状況の度合いについては考慮されなかった。 
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  岩手県においては、被災ペットに対する獣医療の助成を提供している被災

動物支援隊いわて(Save Animals in Iwate, SAI)という民間団体を通して対象者を

募った。調査票は、支援物資や無料の動物関連の相談が提供された、被災ペッ

トとその飼い主を標的としたイベント(配布 N = 132)と SAI の会員の獣医科病院

3 において助成の申請をしたクライアントに対して配布した(配布 N = 109)。イ

ベントについては、津波により甚大な被害を受けた岩手の沿岸地域にある宮古

市(2012 年 6 月)と大船渡市(2012 年 11 月)で実施された。SAI の会員獣医科病院

は 10 カ所あり、そのうち 7 カ所が調査への参加と調査票の配布に同意した。こ

れらのうち 5 カ所は津波により被害を受けた沿岸地域にあり、2 カ所は仮設住宅

がある内陸の市町村ある獣医科病院であった。 

  福島県においては、仮設住宅で暮らしており、震災発生時にペットを飼育

していた飼い主に対して調査票を配布した (配布 N = 169)。  仮設住宅を選定す

るにあたり、警戒区域の大半を占める双葉郡で最も人口が多い自治体である浪

江町が選択された。4 町の役所から調査実施の許可を取得し、自治会長の一覧を

入手した。浪江町の大半の住民は避難しており、約 5 割強が二本松市、福島市、

及び南相馬氏の仮設住宅で生活していた。調査を効率的に実施するため、二本

松市の仮設住宅を調査の標的とした。仮設住宅のコミュニティーは、様々な規

模のものが選定されるよう配慮し、無作為に抽出した。調査対象として選定さ
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れたコミュニティーにおける震災当時ペットを飼育していた者については、株

式会社チアーズが別途実施した未公表の調査を用いて探し出した。浪江町に在

住していた者に加えて、警戒区域に含まれていたその他の自治体に在住してい

た者にも調査への参加を依頼するために、福島県における動物関連関係者の協

力を得た。 

調査票 

本調査においては、「ペットと災害に関するアンケート」を用いた。この調

査票は本調査のために開発されたもので、次の項目で構成されている。これら

は、A) ペット飼育全般に関する項目（動物の種類、動物を飼育している場所、

避妊・去勢状況、畜犬登録と予防接種）、B) ペットへの愛着度に関する尺度(杉

田 20035; 最高得点 32 点で、得点が高いほど愛着度が高いことを示す)、 C) ペ

ットの同行避難に関する項目、D) 緊急災害時に対する備えに関する項目、E) 震

災後の支援の利用状況に関する項目、及び F) 震災直後及び現在における支援の

ニーズに関する項目である。   

D) 「緊急災害時に対する備え」は、飼い主教育に関する資料(新宿区保健所・

危機管理課 & 東京都獣医師会新宿支部 2008; 日本動物愛玩協会 2011; 環境省

2011)より抽出した、飼い主が緊急災害時に備えてできる準備 8 項目で構成され

た。これらの項目により、緊急災害時準備度の尺度を作成した（最高得点は 8
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点で、得点が高いほどより準備していたことを示す）。 

E) 「災害後の支援の利用」は過去日本で発生した地震の際の動物救護に関

する資料 6 を精査して開発された 7 項目で構成された。これらの項目により、支

援利用度の尺度を作成した(最高得点は 7 点で、得点が高いほどより支援を利用

していたことを示す)。 

F) 「支援のニーズ」については E (支援の利用)と同じ項目を用いた。対象

者には、震災直後及び現在、希望していた・しているが利用できなかった・で

きない項目をチェックしてもらうという形で回答してもらうよう指示した。こ

れにより、支援需要度の尺度を作成した(最高得点は 14 点で、得点が高いほどニ

ーズが高いことを示す)。 

D)、 E)、 及び F)については、対象者が選択した項目を 1 点、選択しなか

った項目を 0 点として、それぞれの尺度の得点を算出した。 

調査手順及び分析方法 

  岩手県においては、イベントや SAI の会員獣医科病院において自記式の調

査票を直接対象者に配布、回収した。福島県においては、選定された仮設住宅

のコミュニティーの自治会長の承諾を得て、自記式の調査票と返送用封筒を対

象者の自宅の玄関にポスティング、もしくはこれらを郵送した。返送された調

査票は、記入漏れ等がないか確認し、記入漏れや記入ミス等があった調査票に



13 
 

ついてはフォローアップを行った。前述した方法で接触できなかった対象者に

ついては、電話による調査を実施した。各地域において、調査票は、対象者の

個人情報保護に関する事項を含む説明文を添付した状態で配布した。また、福

島県における調査は支援提供とは関係なく実施されたため、調査票を記入後、

報酬として 300 円のプリペイドカードを配布した。 

  岩手県の対象者の選定に偏りがあり、後に述べるように、調査対象地域に

おいてペットとの同行避難の状態に大きな差異が認められたため、全ての分析

は、地域を統制し、ペットとの同行避難の状況別（同行避難できた・同行避難

できなかった）に実施された。災害に対する備えと支援の利用やニーズについ

ては、カイ二乗検定を用いて結果を分析した。ペットへの愛着度とその他の変

数の関連性については、ピアソンの積率相関係数、スピアマンの順位相関係数

及び t 検定を用いて分析を行った。統計分析には SPSS for Windows 17.0 を用い、

二群間の差の過小評価を避けるために、有意水準は 10%未満とした。  

 

結果 

対象者の基本属性 

  本調査では、合計 410 の調査票が配布された(岩手県: N = 241; 福島県: N = 

169)。全対象者における回収率は 73.2%、有効回答率は 70.5% (N = 289)であった。
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岩手県においては、回収率は 61.4%、有効回答率 58.1% (N = 140)であった。福島

県においては、回収率は 89.9%、有効回答率は 88.2% (N = 149)であった。 

  岩手県と福島県において、それぞれ 72.9% (N = 102)と 58.4% (N = 87)の対象

者が女性であった。岩手県においては、対象者の 26.4% (N = 37)が 40 代で、44.3% 

(N = 62)が 50 代以上であった。福島県においては、対象者の 16.8% (N = 25)が 40

代で、74.5% (N = 111)が 50 代以上であった。 

 

表 1. ペットと同行避難した飼い主の割合 

 岩手 (n) 福島 (n) 全対象者 (n)

全てのペットと同行避難した 65.7% (92) 18.1% (27) 41.2% (119) 

一部のペットと同行避難した 4.3% (6) 11.4% (17) 8.0% (23) 

全てのペットと同行避難できなかった 22.1% (31) 68.5% (102) 46.0% (133) 

無回答・非該当 7.9% (11) 2.0% (3) 4.8% (14) 

 

ペット飼育状況 

  最も多く飼育されていたペットは犬と猫であった。岩手県においては、

81.4% (N = 114)の対象者が犬を飼育しており、27.1% (N = 38)が猫を飼育してい

た。福島県においては、51.0% (N = 76)の対象者が犬を飼育しており、38.9% (N = 

58)が猫を飼育していた。その他の動物の飼育率は、双方の地域において 5%未満

であった。さらに、調査実施時にペットと一緒に生活していた対象者 (岩手県: N 

= 140; 福島県: N = 116) の大半が全てのペットを室内で飼育していた (岩手県: 



15 
 

81.4%, N = 114; 福島県: 51.7%, N = 60).  

  岩手県(N = 140)及び福島県(N = 122)における犬及び猫を飼育していた対象

者においては、それぞれ 33.6% (N = 47)と 44.3% (N = 54)が全ての動物を避妊・

去勢していた。岩手県においては 52.1% (N = 73)、福島県においては 40.2% (N = 

49)の対象者が、飼育している動物を全く避妊・去勢していないと回答した。 

  犬の飼育者(岩手県: N = 114; 福島県: N= 76)の 8 割以上が飼育している全て

の犬の畜犬登録と予防注射を実施していた。岩手県においては、89.5% (N = 102)

の犬の飼育者が全ての犬を畜犬登録しており、93.0% (N = 106)が全ての犬に対し

て予防注射票の交付をすませていた。福島県においては、84.2% (N = 64)の犬の

飼育者が、全ての犬を畜犬登録しており、82.9% (N = 65)が全ての犬に対して予

防注射票の交付をすませていた。 

ペットとの同行避難 

全対象者において、3.11 震災発生時に全てのペットと同行避難できたのは

41.2% (N = 119)であった。一方、46.0% (N = 133)が全てのペットと同行避難でき

なかった。岩手県と福島県において全てのペットと同行避難できた割合は、そ

れぞれ 65.7% (N = 92)と 18.1% (N = 27)、全てのペットと同行避難できなかった

割合は、それぞれ 22.1% (N = 31)と 68.5% (N = 102)であった(表 1)。 

緊急災害時に対する備え 
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対象者が実施していた緊急災害時に対する備えについては、表 2 に示した

通りである。岩手県においては、同行避難できた対象者(N = 92)及び同行避難で

きなかった対象者(N = 31)双方において最も多く実施されていたのは、「予備の

ペットフードの備蓄」(同行避難できた: 68.1%, N = 62; 同行避難できなかった: 

67.7%, N = 21) 及び「予備のペット用品の備蓄」であった (同行避難できた: 

79.1%, N = 72; 同行避難できなかった: 64.5%, N = 20)。同行避難できた対象者の

ほうが、同行避難できなかった対象者と比較して、「ペットの社会化・しつけ」

を実施していた割合が有意に多かった(2 = 3.91, df = 1, p < 0.05)が、その他の準

備の項目において有意差は認められなかった。 

福島県においては、同行避難できた対象者(N = 27)及び同行避難できなかっ

た対象者(N = 102)双方において最も多く実施されていたのは、「予備のペットフ

ードの備蓄」(同行避難できた: 55.6%, N = 15; 同行避難できなかった: 54.9%, N = 

56)及び「予備のペット用品の備蓄」(同行避難できた: 55.6%, N = 15; 同行避難で

きなかった: 33.7%, N = 34) であった。しかし、岩手県と異なり、「予備のペット

用品の備蓄」(2 = 4.32, df = 1, p < 0.05)、「ペットの写真の用意」(2 = 3.63, df = 1, 

p < 0.1)、「ペットの健康記録の用意」(2 = 8.91, df = 1, p < 0.01)、「ペットの社会

化・しつけ」(2 = 9.33, df = 1, p < 0.01)及び「ペットの一時預かり場所の確保」(2 

= 5.54, df = 1, p < 0.05)において、ペットと同行避難した対象者のほうが同行避難
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できなかった対象者より、準備している割合が有意に高かった。  

 

表 2. 各準備項目を実施していたペットの飼い主の割合 

 岩手 (n) 福島 (n) 

 同行避難 

できた 

同行避難 

できなかった

同行避難 

できた 

同行避難 

できなかった

予備のペットフードの備蓄 68.1% (62) 67.7% (21) 55.6% (15) 54.9% (56) 

予備のペット用品の備蓄 79.1% (72) 64.5% (20) 55.6% (15) 33.7% (34) 

ペットの身元表示 14.6% (13) 9.7% (3) 7.4% (2) 5.9% (6) 

ペットが迷子になった場合
を考え、ペットの写真の用意 

34.4% (31) 45.2% (14) 37.0% (10) 19.6% (20) 

ペットの健康記録の用意 23.9% (21) 13.3% (4) 18.5% (5) 2.9% (3) 

ペットの社会化・しつけ 46.1% (41) 25.8% (8) 29.6% (8) 7.8% (8) 

ペットの一時預かり場所の
確保 

33.3% (30) 29.0% (9) 18.5% (5) 4.9% (5) 

避難訓練への参加 25.8% (23) 16.1% (5) 3.7% (1) 2.0% (2) 

 

表 3. 緊急災害時準備度、支援利用度、支援需要度及びペットへの愛着度の得点 

 岩手における得点 (SD) 福島における得点 (SD) 

 
同行避難 

できた 

同行避難 

できなかった 

同行避難 

できた 

同行避難 

できなかった 

緊急災害時準備度 3.16 (1.92) 2.71 (1.53) 2.19 (2.06) 1.32 (1.30) 

支援利用度 2.07 (1.77) 1.94 (1.88) 1.30 (1.27) 1.31 (1.64) 

支援需要度 4.16 (4.71) 3.94 (4.85) 4.41 (4.41) 4.01 (4.81) 

ペットへの愛着度 28.7 (3.94) 29.7 (2.83) 27.2 (5.22) 26.3 (4.69) 

 

全対象者(N = 289)において、緊急災害時準備度の平均得点は 2.32 点(SD = 

1.84; 範囲 = 0-8 点)であった。岩手県においては同行避難の状況による得点の差

異は認められなかったが、福島県においては、ペットと同行避難できた対象者

のほうが同行避難できなかった対象者より得点が有意に高かった(t = 2.07, df = 
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31.68, p < 0.05)(表 3)。 

震災後の支援の利用 

対象者が利用した支援の概要については表 4 に示した通りである。岩手県

においては、「ペットフードの提供」(同行避難できた: 56.8%, N = 50; 同行避難

できなかった: 66.7%, N = 20)及び「獣医療によるケア」(同行避難できた: 61.4%, N 

= 54; 同行避難できなかった: 41.9%, N = 13)が最も多く利用されていた。「ペット

用品の提供」(2 = 3.10, df = 1, p < 0.1)及び「獣医療によるケア」(2 = 3.52, df = 1, 

p < 0.1)において、ペットと同行避難した対象者のほうが同行避難できなかった

対象者より、支援利用率が有意に高かった。また、「ペットの捜索・保護」(2 = 

3.25, df = 1, p < 0.1)において、ペットと同行避難した対象者のほうが同行避難で

きなかった対象者より、支援利用率が有意に低かった。 

 

表 4. 各支援項目を利用したペットの飼い主の割合 

 岩手 (n) 福島 (n) 

 同行避難 

できた 

同行避難 

できなかった

同行避難 

できた 

同行避難 

できなかった

ペットフードの提供 56.8% (50) 66.7% (20) 44.4% (12) 24.8% (25) 

ペット用品の提供 37.5% (33) 20.0% (6) 44.4% (12) 13.7% (14) 

獣医療によるケア 61.4% (54) 41.9% (13) 25.9% (7) 16.7% (17) 

ペットの衛生管理に関する
ケア 

31.5% (28) 20.0% (6) 0.0% (0) 6.9% (7) 

ペットの一時預かり 15.9% (14) 26.7% (8) 11.1% (3) 27.5% (28) 

ペットの捜索・保護 5.9% (5) 16.7% (5) 3.7% (1) 41.2% (42) 

ペットトラブルの相談窓口 7.1% (6) 11.1% (3) 0.0% (0) 2.0% (2) 
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表 5. 支援のニーズ(岩手における震災直後と現在のニーズ) 

 

震災直後 (n) 現在 (n) 

同行避難できた   

ペットフードの提供 46.7% (43) 31.5% (29) 

ペット用品の提供 41.3% (38) 26.1% (24) 

獣医療によるケア 34.8% (32) 27.2% (25) 

ペットの衛生管理に関するケア 41.3% (38) 25.6% (20) 

ペットの一時預かり 35.9% (33) 26.9% (21) 

ペットの捜索・保護 25.0% (23) 18.5% (17) 

ペットトラブルの相談窓口 30.4% (28) 16.3% (15) 

同行避難できなかった   

ペットフードの提供 41.9% (13) 29.0% (9) 

ペット用品の提供 41.9% (13) 29.0% (9) 

獣医療によるケア 32.3% (10) 22.6% (7) 

ペットの衛生管理に関するケア 32.3% (10) 36.0% (9) 

ペットの一時預かり 35.5% (11) 24.0% (6) 

ペットの捜索・保護 22.6% (7) 16.1% (5) 

ペットトラブルの相談窓口 29.0% (9) 19.4% (6) 

 

福島県においては、ペットと同行避難した対象者では「ペットフードの提

供」及び「ペット用品の提供」(各 44.4%, N = 12)、同行避難できなかった対象者

では「ペットの捜索・保護」(41.2%, N = 42)が最も多く利用されていた。「ペッ

トフードの提供」(2 = 4.02, df = 1, p < 0.05)及び「ペット用品の提供」(2 = 12.52, 

df = 1, p < 0.01)において、ペットと同行避難した対象者のほうが同行避難できな

かった対象者より、支援利用率が有意に高かった。「ペットの一時預かり」(2 = 

3.12, df = 1, p < 0.1)及び「ペットの捜索・保護」(2 = 13.49, df = 1, p < 0.01)におい



20 
 

て、ペットと同行避難した対象者のほうが同行避難できなかった対象者より、

支援利用率が有意に低かった。 

全対象者(N = 289)において、支援利用度の平均得点は 1.64 点(SD = 1.65; 範

囲 = 0-7 点)であった。双方の地域において、同行避難状況間の有意差は認めら

れなかった(表 3)。 

 

表 6. 支援のニーズ(福島における震災直後と現在のニーズ) 

 

震災直後 (n) 現在 (n) 

同行避難できた   

ペットフードの提供 48.1% (13) 29.6% (8) 

ペット用品の提供 40.7% (11) 37.0% (10) 

獣医療によるケア 37.0% (10) 37.0% (10) 

ペットの衛生管理に関するケア 44.4% (12) 33.3% (9) 

ペットの一時預かり 29.6% (8) 14.8% (4) 

ペットの捜索・保護 18.5% (5) 18.5% (5) 

ペットトラブルの相談窓口 29.6% (8) 22.2% (6) 

同行避難できなかった   

ペットフードの提供 34.3% (35) 26.5% (27) 

ペット用品の提供 28.4% (29) 24.8% (25) 

獣医療によるケア 30.4% (31) 27.5% (28) 

ペットの衛生管理に関するケア 30.4% (31) 24.5% (25) 

ペットの一時預かり 35.3% (36) 26.5% (27) 

ペットの捜索・保護 37.3% (38) 27.5% (28) 

ペットトラブルの相談窓口 22.5% (23) 22.5% (23) 

 

支援のニーズ 

岩手県では、同行避難できた対象者において震災直後に最もニーズが高か
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ったのが「ペットフードの提供」(46.7%, N = 43)、同行避難できなかった対象者

においては「ペットフードの提供」及び「ペット用品の提供」(各 41.9%, N = 13)

であった。震災直後のニーズは約 20%から 45%であった。現在においては、同

行避難できた対象者においては引き続き「ペットフードの提供」(31.5%, N = 29)

が最もニーズが高かったが、同行避難できなかった対象者においては「ペット

の衛生管理に関するケア」(36.0%, N = 9)が最もニーズが高かった。現在のニー

ズは約 15%から 35%であった。同行避難できた対象者においては、「ペットフー

ドの提供」(2 = 4.47, df = 1, p < 0.05)、「ペット用品の提供」(2 = 4.77, df = 1, p < 

0.05)、「ペットの衛生管理に関するケア」(2 = 4.61, df = 1, p < 0.05)及び「ペット

トラブルの相談窓口」(2 = 5.13, df = 1, p < 0.05)において、現在と比較して震災

直後のほうが有意にニーズが高かった。ペットと同行避難できなかった対象者

においては、時期間におけるニーズの有意差は認められなかった(表 5)。 

福島県では、同行避難できた対象者において震災直後に最もニーズが高か

ったのが「ペットフードの提供」(48.1%, N = 13)、同行避難できなかった対象者

においては「ペットの捜索・保護」(37.3%, N = 38)であった。震災直後のニーズ

は約 20%から 50%であった。現在においては、同行避難できた対象者において

は「ペット用品の提供」及び「獣医療によるケア」(各 37.0%, N = 10)、同行避難

できなかった対象者においては「獣医療によるケア」及び「ペットの捜索・保
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護」(各 27.5%, N = 28)が最もニーズが高かった。現在のニーズは約 15%から 30%

強であった。全ての支援項目において、いずれの同行避難状況においても時期

間におけるニーズの有意差は認められなかった(表 6)。 

全対象者(N = 289)において、支援需要度の平均得点は 4.20 点(SD = 4.65; 範

囲 = 0-14 点)であった。双方の地域において、同行避難状況間の有意差は認めら

れなかった(表 3)。  

ペットへの愛着度 

全対象者において、ペットへの愛着度の平均得点は 27.8 点(SD = 4.44; 範囲 

= 12-32 点; Cronbach’s α = 0.88)であった。双方の地域において、同行避難状況

間に得点の有意差は認められなかった(表 3)が、地域を統制しない場合、有意差

が認められた(同行避難できた、N = 118: 28.4 点, SD = 4.29; 同行避難できなかっ

た、N = 133: 27.1 点, SD = 4.55; t = 2.23, df = 249, p < 0.05)。  

ペットへの愛着度とその他の変数の関連に関しては、一貫した結果が得ら

れず、同行避難状況や地域によりばらつきが認められた。岩手県においては、

同行避難できた対象者においてペット愛着度と緊急災害時準備度に正の相関関

係(rs = 0.19, p < 0.1)が認められ、同行避難できなかった対象者においては支援利

用度との正の相関関係(rs = 0.44, p < 0.05)が認められた。また、同行避難できな

かった対象者においては、「ペットの捜索・保護」を利用した対象者のほうが、
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この支援を利用しなかった対象者よりもペットへの愛着度が有意に高かった(利

用あり: 31.60 点, SD = 4.91; 利用なし: 29.36 点, SD = 3.00; t = 3.46, df = 28, p < 

0.01)。福島県においては、同行避難できた対象者において、ペットへの愛着度

と支援利用度において正の相関関係(r = 0.33, p < 0.1)が認められた。 

 

考察 

岩手県においては 60%以上の対象者がペットと同行避難できたと回答した

が、全体的に、同行避難率は低く、特に福島県においては同行避難できなかっ

た対象者が多かった。岩手県においては、対象者の選定が偏っており、福島県

において岩手県よりも同行避難率が低かった点は、後述するように選択バイア

スに起因する可能性がある。しかし、もう一つ要因として、福島県において避

難の指示が出たときに当局がペットとの同行避難を奨励せず、また多くの住民

が避難生活が数日ほどで終わると考えていたことが挙げられる。同行避難率が

低いという点は、災害発生時に同行避難を奨励・支援する具体的な施策と同時

に同行避難に関する飼い主教育の必要性を示唆する結果である。 

仮定した通り、ペットフードやペット用品の備蓄を除き、対象者の多くは

災害に向けて準備を実施していなかった。この結果は、災害に向けて徹底して

準備をしておくよう、引き続き飼い主教育が必要であることを示すものである。
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さらに、全体的に、同行避難ができた対象者のほうがより準備を実施していた

傾向が明らかになり、この傾向は特に福島県において顕著であった。この結果

については、準備が同行避難の成功率を向上させると解釈することもできるが、

より準備を実施していた飼い主のほうが全体的に飼い主として意識が高く、準

備にかかわらず同行避難の成功率が高い傾向にある集団であった可能性も否定

できないため、本調査結果のみからは結論づけることはできない。双方の地域

において、同行避難できた対象者のほうが同行避難できなかった対象者よりペ

ットの社会化・しつけを実施していた割合が多いことが明らかになり、災害の

種類を問わず、この準備方法が有効であることを示唆する結果と捉えることが

できる。 

支援の利用については、岩手県においては、最も利用されていた支援はペ

ットフードの提供や獣医療によるケアであった。福島県においては、同行避難

できた対象者に最も多く使用されていた支援はペットフード及びペット用品の

提供で、同行避難できなかった対象者ではペットの捜索・保護及びペットの一

時預かりであった。岩手県において獣医療によるケアの利用率が高かった点は、

後述するように、選択バイアスのためであると考えられる。岩手県の対象者は

獣医療の助成を提供している被災動物支援隊いわてを通して選定されたため、

このような支援を利用した飼い主が多く、偏りのある選定であった可能性が高
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い。全体的に、同行避難できた対象者よりも同行避難できなかった対象者にお

いてペットの一時預かりとペットの捜索・保護の利用率が高く、同行避難でき

た対象者においてその他の支援利用率が高い傾向が明らかになった。同行避難

状況間におけるペットの捜索・保護の支援利用率の差異は特に福島県において

顕著であった。福島県においては、警戒区域から避難した住民は長い期間自宅

に戻ることができず、このような状況にあった飼い主がペットを保護するため

に捜索・保護の支援に頼っていたことが考えられる。しかし、支援利用につい

ては仮説と一致した結果は得られず、全ての支援項目は対象者の 50%以下にし

か利用されておらず、多くの対象者がペット関連の支援を活用していなかった

ことが示唆された。この結果は、支援を必要としている飼い主に対して、提供

されている支援やそれに関連する情報を効率的に届けられていないことを示す

結果として捉えることもできる。 

支援のニーズに関しては、仮説と一致して、同行避難の状況にかかわらず、

震災直後のほうが現在よりも高かった。しかし、この時期間の差異は岩手県の

同行避難できた対象者における特定の支援項目においてのみ有意であり、この

ような結果は、他の対象者と比較して、この下位群が通常の生活の落ち着きを

取り戻しつつあることを示唆していると考えられる。震災発生直後においては、

岩手県の対象者と福島県において同行避難できた対象者では、ペットフードの
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提供に対するニーズが高かった。一方、福島県の同行避難できなかった対象者

においては、ペットの捜索・保護のニーズが最も高かった。現在においては、

岩手県の同行避難ができた対象者では、引き続きペットフードの提供が最もニ

ーズの高い支援であったが、その他の下位群においては最もニーズが高い支援

に変化が見られた。このような結果は、タイミングや支援を求める飼い主の同

行避難状況により、支援を届ける際の戦略を多様化する必要があり、また支援

物資の提供はあらゆる状況において需要が高いことを示唆するものである。し

かし、福島県においては同行避難状況にかかわらず時期間においてニーズのレ

ベルに有意差があった支援項目がなかったため、この地域においてはペット関

連の支援が引き続き必要であるという状況も示された。このような状況は、完

全な復興までまだ多くの課題を抱える地域が多く残り、ペットの飼い主が未だ

に様々なペット関連の困難を抱えている福島県内の状況を反映した結果と捉え

る事ができる。 

ペットへの愛着度と、緊急災害時準備度、支援利用度及び支援需要度の関

連性については下位群によりばらつきがあり、一貫性は認められなかった。全

対象者において、ペットと同行避難できた下位群のほうが同行避難できなかっ

た下位群と比較して愛着度の得点が有意に高かった。しかし、地域別に分析を

行うとこの結果についても一貫性が認められなかった。異なる下位群において、
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その地域特有の、ペットへの愛着度と災害関連の行動に大きな影響を及ぼすよ

うな変数が存在した可能性が考えられる。例えば、岩手県と福島県においては

災害の内容において明確な違いがあった。岩手県は所謂自然災害により被害を

受けており、また被災した地域は津波等の災害対応については経験があった。

一方、福島県では、地域に対応の経験がない原発事故が発生し、多くの場合ペ

ットを置いて避難するよう行政から圧力があった。さらに、愛着の尺度に関す

るデータが震災後に収集されたため、同行避難できなかった者に関してはペッ

トを置き去りにした後悔に対処するための認知的不協和があり、結果として、

この下位群において対象者が記憶している自身のペットへの愛着度が特に低く

なり、ペットへの愛着度と災害時の行動の関連性に影響を及ぼしたことも考え

られる。今後の調査においては、このようなそれぞれの地域や災害状況固有の

変数も検討した多変量分析を実施することが望ましい。 

調査の限界 

本調査の最も重大な限界の一つとして挙げられるのは、被災動物支援隊い

わての助成に申請した者もしくは被災動物支援隊いわてが主催したイベントの

来場者から選択された岩手県における調査対象者について明らかな選択バイア

スがあったという点である。自ら支援を希求した飼い主のほうがペットの飼い

主として意識が高いという可能性が高く、支援の利用状況にかかわらず調査対
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象者を募った福島県に比べて、岩手県においては支援を求めた飼い主のみを調

査対象としているため、このような選択バイアスがかかっている可能性が考え

られる。このような選択バイアスにより、ペット飼育状況に関する回答や 7 災

害時の行動関連の項目における回答に偏りが生じたことが考えられる。さらに、

被災動物支援隊いわては獣医療ケアに関連する支援を提供していたため、岩手

県における獣医療ケア関連の支援利用に関する回答にも偏りがあったことが考

えられる。 

加えて、福島県における調査手順のほうが回収率や有効回答率を向上させ

る配慮があったが、この手順は、より社会的に望ましい回答を導きやすい可能

性も高いと考えられる。福島県においては、調査票は玄関にポスティングした

り郵送したりしていたため、調査員は対象者の居住地等の個人情報にアクセス

があった。このため、対象者は、調査員が回答した個人を特定できるかもしれ

ないという懸念を抱いていた可能性も考えられる。このようなリスクに関して

は、個人情報の保護等に関する説明を含んだ手紙を全ての対象者に配布するこ

とにより対応した。 

また、本調査のペットへの愛着度とその他の変数の関連性については、限

られた変数を統制した二変量分析のみしか実施しなかった。本調査の主要な目

的が被災飼い主の状況全般を把握するためのデータを収集することであったた
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め、調査のデザイン上、上述したペットへの愛着と災害時の行動に影響を及ぼ

す可能性のある鍵となりうる変数を網羅していない。今後の調査においては、

このような変数も検討した多変量解析を試みるべきである。 

最後に、本調査は災害によりペットを失った飼い主の心の負担という側面

を検討していないということも調査の限界として挙げられる。災害によるペッ

トロスは災害後のストレスと関連しており(Lowe et al. 2009)、行政に対して災害

時の対策の改善を求める際に人間のウェルビーイングへの影響は大きな説得材

料となるため、今後の調査においてはこのような側面についても網羅できるよ

うに配慮すべきである。 

3.11 震災後の日本におけるペットと災害に関する調査の多くは、被災状況

が重篤であった地域に焦点を絞ったものではない。そのため、上記のような限

界は認められるものの、本調査は 3.11 震災で被災状況が重篤であった地域のペ

ットの飼い主の状況を理解するためには意義のある調査であると考える。 
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注釈 

1. 2013 年 11 月現在（警察庁 2013）。 

 

2. ペットフード協会 (2010). 調査が実施された 2010 年 10 月時点で、東北地方

においては、それぞれ 11.7%が猫、1.6%が小動物、1.9%が鳥類、3.0%がカメ、

そして 15.3%が魚類を飼育していた。 

 

3. 被災動物支援隊いわての提供している助成に申請する際には、クライアント

は 3.11 震災前と震災後の住所と求めに応じて罹災証明書を提示しなければなら

ない。なお、被災動物支援隊いわては 2014 年 3 月に助成プログラムを終了して

いる。 

 

4. 浪江町の人口は 20,905 名 (統計局 2011)で、2013 年 8 月には 18,862 名であっ

たと推定されている(福島県 2013) 。 
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5. Staats et al. (1996)において使用されているペット愛着度の尺度をもとに作成

されている。 

 

6. 過去日本で発生した地震後のペット関連の支援については次の資料を参考と

した： 兵庫県南部地震動物救援本部活動の記録編集委員会(1996)、日本動物福

祉協会(2005)、樋口(2006)、新潟県防災会議(2010)、日本動物愛玩協会(n.d.)、神

戸市獣医師会(n.d.)、環境省(n.d.)、新潟県獣医師会(n.d.) 

 

7. 例えば、報告されている正式な注射率は 2011 年度においては岩手県で 84.6%

とされているが(厚生労働省 2011)、本調査においては 93.0%であった。 
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